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研究成果の概要（和文）：バブル経済崩壊後に導入された新たな資金調達方法について、民法の

制度設計から、従来の担保制度と整合的な基準を明確にすることにより、堅実で、かつ、効果

的な効力（当事者間の効力、第三債務者に対する効力、第三者に対する効力）を導くための検

討を行った。その結果、公序良俗による制限、包括根担保による制限、担保構造（被担保債権

額、目的債権の特定、第三債務者の特定等）による制限、第三債務者保護による制限、当事者

の変更（交替）等による制限などを前提とした再構築が必要であることを明らかにした。 
研究成果の概要（英文）：This study clarified the steady and effective theory about new 
securitizations for the reconstruction of security-systems after the collapse of the 
bubble economy. According to the result of this study, effects of new securitizations 
must be restricted by the public order，the comprehensive security，the contents of 
security，the protection of debtor and the change of the parties and others. Such a  
steady and effective stadards make possible the reconstruction of security-systems. 
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１．研究開始当初の背景 

 最近の資金調達方法として、１９９９年以

降、将来債権の譲渡性が、診療報酬債権の譲

渡を契機として、国税債権に対する対抗問題

を契機として、又は債権譲渡特例法との関係

で、大幅に拡張されてきた。  

他方、バブル経済期の過剰貸付債権を回収

するために抵当権に基づく物上代位が肯定

され、さらにバブル経済崩壊後の不良債権を

最優先課題とする政府の方針の下で抵当権
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登記時基準説を採用し、賃料への物上代位が

債権譲渡（差押え等）に対する関係で優先す

ることとなった（最判平成 10・1・30 民集

52 巻 1 号 1 頁）。 

ところが、さらに２００５年の動産・債権

譲渡特例法への改正により、第三債務者不特

定の債権譲渡登記に第三者対抗力を付与す

ることとなり、抵当権の設定が可能となる前

に賃料債権に対する対抗要件を具備するこ

とができることになり、将来債権譲渡が抵当

権やその物上代位の効力よりも優先するこ

とが可能となった。 

しかし、抵当権は、個人が住宅ローンなど

で多額の借入れをする場合、及び企業が金融

機関から資金調達をする場合に、従来から担

保の女王として利用されてきた。すなわち、

さまざまな経済活動を行う場合の資金調達

方法として中心的な役割を果たしてきた。同

様に、債権質、債権譲渡、差押え、最近の抵

当権に基づく物上代位等は、きわめて手堅い

民法の制度として機能してきた。これに対し

て、現在および将来の債権を目的（対象）と

する資金調達方法の発展が著しく、最近の立

法により将来債権を一括して対抗要件を具

備する方法が利用されている。むしろ、後者

の方法が抵当権など民法の諸担保制度・債権

回収制度を凌駕する事態が生じている。 
 
２．研究の目的 

 本研究では、わが国の金融法制度が堅実に

かつ持続的に発展するための担保理論を再

構築することを目的とする。 

わが国では、民法上の担保物権の他に、人

的担保、非典型担保、資産流動化制度、一括

支払システムなどを含めて、多様な資金調

達・担保方法が行われているが、客観的・理

論的にみた場合に、一方のみを優先して公平

でないもの、堅実な実体を有するものが堅実

でないものに劣後するもの、体系的な理論に

合致せずに場当たり的な効力を認めるもの

などが少なくない。本研究は、いかにして法

律や法律専門家が国民から公平だと信頼さ

れ、堅実かつ持続的に発展するかという観点

のもとで、担保としての構造を明らかにし、

この担保構造という共通の基準から、ドイツ

法、フランス法、アジア法等を比較しつつ、

新たな資金調達方法と従来の担保方法とを

再構築しようとするものである。 

 
３．研究の方法 
日本国内の研究を整理すると同時にドイツ法、

フランス法、アメリカ法の文献を整理分析した。

また、取引相手国としてウエイトの高い中国・韓

国で研究報告や聞き取り調査を行った。中国の上

海社会科学院と華東政法大学法律学院を訪問し、

研究報告と聞き取り調査を行い，資料・文献を収

集した。韓国では、民法・担保法の第 1 人者でも

ある、延世大学の金相容教授その他の研究者を訪

問し，聞き取り調査を行い，資料・文献を収集し

た。ドイツのハイデルベルク大学，フランスのシ

ュトラスラスブールを訪問し、聞取り調査を行い

資料を収集した。 

民法・担保法、特別法の各種の資金調達方法・

担保方法の効力に影響を及ぼすと見られる、共通

の基準を明確化すると同時に、担保方法相互の優

先関係を検討した。 

日本国内の学説・判例の整理、諸外国の動向の

整理を通じて，民法の制度設計から、共通の基準

の明確化、共通の基準に基づく担保方法の優先順

位を提示し、国民から信頼される公平で、かつ、

堅実な担保理論を構築する研究を行った。その研

究成果を学会や研究会で報告し、広島法学などの

研究紀要に公表した。 

 
４．研究成果 

将来債権は労働または行為の対価であり、

果実である。これが、遠い将来まで非占有担

保権者に先取りされることは、不公平である



ばかりではなく法の信頼を損なう。 

他の一般の担保方法との関係においても、

動産債権譲渡特例法の対抗要件付与は、わが

国の債権譲渡や抵当権の制度設計を破壊す

るものであり、米国のサブプライムローンや

リーマンショックと同じ問題を引き起こす

恐れがある。 

 何よりも堅実な担保制度（資金調達方法）

である先取特権、留置権、質権設定、債権譲

渡、相殺、物上代位、破産開始決定、債権の

差押えなどが、劣後化、後退化、不安定化す

ることは望ましくない。資金調達方法の多様

化は必要であるとしても、譲渡当事者だけで

はなく、それと対等な第三債務者保護規定を

設けた上で、その担保実体に相応しい効力が

付与されるべきである。 

上述の検討を前提とするならば、平成 10

年特例法では原則として効力制限の必要は

ないが、平成 17 年特例法の効力は、その内

容に応じて制限的に解釈されるのが合理的

であると考える。その効力制限については、

これまでの検討をまとめると、第 1 に、公序

良俗による制限、第 2 に、包括根担保による

制限、第 3 に、担保構造（被担保債権額、目

的債権の特定、第三債務者の特定等）による

制限、第 4 に、第三債務者保護による制限、

第 5に、一定の事由に基づく当事者の変更（交

替）等による制限などを前提とした再構築が

必要であると考える。このような制限の下で、

堅実で、かつ、効果的な効力を発揮する担保

制度として発展することが期待される。 
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